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１．はじめに
ロシア農業は，２０００年代において，経済体制移行にともなう破局的な生産崩壊から回復を開始し
た。農業総生産は回復基調に転じ，穀物輸出が急増した。穀物輸出の拡大（歴史的にみれば再開）
は，とりわけ小麦に関して顕著であった。これにより，ロシアは，最大級の小麦輸出国の一つとし
て世界市場に復帰した。
ただし，ロシア農業の状況は，全体として生産回復を示しているとはいえ，生産部門・地域によっ
て一様ではない。
生産部門別にみれば，生産回復は，穀物生産に代表される耕種生産が主体となったものであった。
＜要約＞
ロシア農業は全体として回復傾向を示しているが，地域間格差は，著しく拡大している。
穀物輸出拡大に刺激された南部および大都市での旺盛な需要に支えられた近郊地域では，
アグロホールディングを主体として，農業生産は活況を呈している。しかし，都市から遠
く離れた辺境地域では，農業生産は停滞ないしは縮小を続けている。辺境地域において，
農業は事実上，唯一の雇用源である。このため，失職した者は，個人副業経営による自給
自足の生活をおこなうか，職を求めての移住を強いられることになる。また，辺境集落に
おいては，農業生産の縮小が，病院・学校・商店といった社会インフラの崩壊を加速化さ
せており，このことによっても人口流出に拍車がかかっている。農業部門での賃金および
職業上のプレステージは著しく低下しており，外国人労働者の利用が広範に観察されるよ
うになっている。以上の結果，ロシアにおいては，多くの農村集落が地図上から消失して
おり，深刻な社会問題となっている。
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これに対して，畜産物生産は，２００５年以降，着実に増加を記録しているものの，未だにソヴィエト
期の水準の７割程度にしか到達していない（第１表）。
地域別にみると，農業生産状況の差異はさらに大きくなっている。穀物輸出拡大に刺激された南
部，大都市での旺盛な需要に支えられた近郊地域においては，農業生産は大幅な回復を記録した。
これに対して，大都市・都市から遠く離れた辺境地域では，農業生産は縮小ないしは停滞を続けて
いる。農業生産が完全に放棄され，住民も離散してしまい，廃屋のみが残された集落も珍しくない。
現在では，毎年，約１０００もの農村集落が地図上から消失しており，深刻な社会問題となっている１）。
本稿は，ロシア農業・農村の現状を，このような辺境集落の消失という現象を題材として考察しよ
うとする試みである。
本稿の構成は，以下のとおりである。２．では，１９９２年以降の農村人口の動向を考察する。そして，
農村人口は比較的安定的に推移したこと，しかし同時に農村の持続的な発展を阻む要因が増加して
いったことを明かにする。３．では，「農業組織（Сельскохозяйственная организация）」２）と集落の関
係を確認し，集落消滅のメカニズムを明かにする。４．では，おもにシベリア，非黒土地帯の事例を
もとに，集落をめぐる状況を紹介する。５．では，南部および大都市近郊の農村の状況にふれ，ロシ
ア農村・農業の分化の深化を確認する。
２．農村人口の動向
ソヴィエト期におけるロシアの歴史は，世界史上でも類を見ない急速な都市化の歴史でもあった。
１９１４年当時，全人口の８３％が農村に居住するという圧倒的な農民国であったロシアは，社会主義的
近代化の過程で，都市人口を大幅に増加させた。都市人口は１９５７年に農村人口と拮抗し，１９５８年以
降は凌駕した。都市人口は，その後も増加を続け，１９９１年には１億９００万人を越え，全人口の約７４％
を占めるにいった。このことは，同時に農村人口の減少，その比率の低下をも意味した。農村人口
は，１９５０年の５７００万人からほぼ一貫して減少を続け，１９９１年には３８９０万人となった。農村人口比率
は，同期間に５５％から２６％へと低下した（第２表）。
このような状況と比較すると，１９９２年以降の農村人口は，安定的に推移したかのように見える。
農村人口は，１９９２～２０１４年の間には３７００～４０００万人で推移した。農村人口比率は，２０年以上にわたっ
て２６～２７％の水準を維持し続けたのである。とりわけ注目されるのが，一時的ながら農村人口が増
第１表 ロシアの農業生産の推移（１９９２～２０１４年：１９９１年＝１００）
１９９２年１９９３年１９９４年１９９５年１９９６年１９９７年１９９８年１９９９年２０００年２００１年２００２年２００３年
農業生産 ９０．１ ８６．１ ７５．８ ６９．７ ６６．１ ６６．７ ５７．３ ５９．５ ６３．２ ６７．６ ６８．２ ６８．１
うち耕種 ９４．６ ９１．９ ８２．３ ７８．５ ７８．８ ８３．６ ６３．３ ６８．９ ７６．５ ８４．０ ８２．９ ８３．２
うち畜産 ８８．１ ８３．３ ７２．４ ６４．９ ５７．８ ５４．９ ５３．９ ５３．４ ５４．０ ５６．０ ５７．８ ５７．４
２００４年２００５年２００６年２００７年２００８年２００９年２０１０年２０１１年２０１２年２０１３年２０１４年
農業生産 ６９．７ ７０．９ ７３．０ ７５．４ ８３．５ ８４．７ ７５．１ ９２．４ ８８．０ ９３．１ ９６．５
うち耕種 ８８．４ ９０．８ ９１．１ ９３．２ １１０．０ １０８．４ ８２．６ １２１．４ １０７．２ １１９．２ １２５．１
うち畜産 ５６．４ ５６．７ ５９．８ ６２．４ ６４．３ ６７．３ ６７．９ ６９．４ ７１．３ ７１．７ ７３．２
資料：Федеральная служба государственной статистики, http://www.gks.ru/,２９.０７.２０１５（обновлено０３.０２.２０１５）.
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加に転じたことである。それは，１９９１～１９９５年の期間であり，農村人口は一時的ながら４０００万人台
を回復した（第３表）。
だが，農村人口推移の要因を検討すれば，以上のような「安定傾向」は表面的な事象に止まるこ
とがわかる。第４表は，１９９２～２０１３年の農村人口増減を要因別に整理したものである。同表からは，
「行政区画の変更による増」，すなわち都市が農村に編入されるという行政的な措置により，農村人
口が人為的に増加していたことが判明する。その数は，２００４年だけで６９万人，１９９２年でも４６万人を
越えており，対象期間を通算すると（逆の農村の都市への編入を考慮しても），２２２万人を越えてい
る。
第２表 農村人口の推移（１９１７～１９９１年）
年
全人口
（百万人）
うち 比率（％）
農村 都市 農村 都市
１９１７ ９１．０ ７５．５ １５．５ ８３ １７
１９２６ ９２．７ ７６．３ １６．４ ８２ １８
１９３９ １０８．４ ７２．１ ３６．３ ６７ ３３
１９４０ １１０．１ ７２．２ ３７．９ ６６ ３４
１９５０ １０２．９ ５７．０ ４５．９ ５５ ４５
１９５５ １１０．５ ５６．４ ５４．１ ５１ ４９
１９５７ １１４．０ ５７．０ ５７．０ ５０ ５０
１９５８ １１５．７ ５６．７ ５９．０ ４９ ５１
１９５９ １１７．２ ５６．１ ６１．１ ４８ ５２
１９６０ １１８．９ ５５．２ ６３．７ ４６ ５４
１９６１ １２０．５ ５４．３ ６６．２ ４５ ５５
１９６２ １２２．１ ５３．９ ６８．２ ４４ ５６
１９６３ １２３．４ ５３．４ ７０．０ ４３ ５７
１９６４ １２４．７ ５２．７ ７２．０ ４２ ５８
１９６５ １２５．８ ５２．２ ７３．６ ４２ ５８
１９７０ １２９．９ ４９．３ ８０．６ ３８ ６２
１９７５ １３３．６ ４４．７ ８８．９ ３３ ６７
１９８０ １３８．１ ４２．０ ９６．１ ３０ ７０
１９８５ １４２．５ ４０．１ １０２．４ ２８ ７２
１９９０ １４７．７ ３８．９ １０８．８ ２６ ７４
１９９１ １４８．３ ３８．９ １０９．４ ２６ ７４
資料：Народное хозяйство СССР１９２２―１９８２, ЦСУ
СССР, М.,１９８２, С.１２―１３, РСФСР за５０ лет,
ЦСУ РСФСР, М. , １９６７, С.１０, Народное
хозяйство РСФСР в１９６４ году, ЦСУ РСФСР,
М.,１９６５, С.１１, Народное хозяйство РСФСР
в１９６８ году, ЦСУ РСФСР, М.,１９６９, С.１１,
Демографический ежегодник России ２０１４,
Росстат, М.,２０１４, С.１５.
第３表 農村人口の推移（１９９２～２０１４年）
年
全人口
（百万人）
うち 比率（％）
農村 都市 農村 都市
１９９２ １４８．５ ３９．１ １０９．４ ７４ ２６
１９９３ １４８．６ ３９．９ １０８．７ ７３ ２７
１９９４ １４８．４ ４０．１ １０８．３ ７３ ２７
１９９５ １４８．５ ４０．１ １０８．４ ７３ ２７
１９９６ １４８．３ ４０．０ １０８．３ ７３ ２７
１９９７ １４８．０ ３９．８ １０８．２ ７３ ２７
１９９８ １４７．８ ３９．７ １０８．１ ７３ ２７
１９９９ １４７．５ ３９．５ １０８．０ ７３ ２７
２０００ １４６．９ ３９．５ １０７．４ ７３ ２７
２００１ １４６．３ ３９．２ １０７．１ ７３ ２７
２００２ １４５．６ ３８．９ １０６．７ ７３ ２７
２００３ １４５．０ ３８．７ １０６．３ ７３ ２７
２００４ １４４．３ ３８．３ １０６．０ ７３ ２７
２００５ １４３．８ ３８．６ １０５．２ ７３ ２７
２００６ １４３．２ ３８．４ １０４．８ ７３ ２７
２００７ １４２．９ ３８．１ １０４．８ ７３ ２７
２００８ １４２．７ ３７．９ １０４．８ ７３ ２７
２００９ １４２．７ ３７．８ １０４．９ ７４ ２６
２０１０ １４２．８ ３７．７ １０５．１ ７４ ２６
２０１１ １４２．９ ３７．５ １０５．４ ７４ ２６
２０１２ １４３．１ ３７．３ １０５．８ ７４ ２６
２０１３ １４３．３ ３７．２ １０６．１ ７４ ２６
２０１４ １４３．７ ３７．１ １０６．６ ７４ ２６
資料：Демографический ежегодник России２０１４, С.
１５.
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一方，移住による増減は，１９９０年代と２０００年代以降で異なった動向を示した。１９９２～１９９９年には，
農村は，移住者を受け入れることによって，約１０５万人の人口増となった。これは，主に，経済体
制移行にともなう生活環境の悪化により都市からの移民が増えたこと，独立した旧ソ連構成共和国
からの移民を農村が受け入れたことによる。これに対して，２０００年以降には，農村への移住は減少
し，逆に都市へ移住するものが増加した。このため，ソヴィエト期と同様に，農村から都市への人
口流出が再開した。２０１０～２０１３年の４年間だけで，農村からは７０万人を越える人口が流出した。農
村は，全期間を通算しても，移住によって約３０万人の人口を失った。
農村人口の推移の中で，もっとも深刻な要因は，死亡率が出生率を恒常的に上回ったことである。
すなわち，自然増減は，近年になって改善が観察されるものの，一貫してマイナスとなっている。
とりわけ，２０００年代中盤には，ノヴゴロド州，プスコフ州，リヤザン州，スモレンスク州，トヴェ
ーリ州，トゥーラ州といった非黒土地帯の一連の州では，農村における死亡率は，出生率を３～４
倍も上回っていた３）。
以上に加えて，移住の性質は，「農村から都市へ」と「都市から農民へ」とでは，根本的に異なっ
第４表 農村人口推移の要因（１９９２～２０１３年） 単位：千人
年
１月１日時
点農村人口
総増減
うち自然
増減
うち移住
うち行政
区画変更
１２月３１日
時点人口
１９９２ ３９１５７．０ ７３６．３ －３２．８ ３０８．５ ４６０．６ ３９８９３．３
１９９３ ３９８９３．３ １５７．８ －１７８．５ ２６５．９ ７０．４ ４００５１．１
１９９４ ４００５１．１ ８７．１ －２２４．２ ２９１．１ ２０．２ ４０１３８．２
１９９５ ４０１３８．２ －１５７．２ －２０６．５ ４７．６ １．７ ３９９８１．０
１９９６ ３９９８１．０ －１４０．２ －２２１．４ ２３．７ ５７．５ ３９８４０．８
１９９７ ３９８４０．８ －１４９．５ －２２６．０ ３２．８ ４３．７ ３９６９１．３
１９９８ ３９６９１．３ －２０５．１ －２０３．７ ３１．０ －３２．４ ３９４８６．２
１９９９ ３９４８６．２ －１５．６ －２６５．１ ４９．９ １９９．６ ３９４７０．６
２０００ ３９４７０．６ －２３８．７ －２７４．２ －２．６ ３８．１ ３９２３１．９
２００１ ３９２３１．９ －３０７．９ －２７１．７ －５１．９ １５．７ ３８９２４．０
２００２ ３８９２４．０ －２８１．６ －２８１．９ －２６．７ ２７．０ ３８６４２．４
２００３ ３８６４２．４ －３４８．３ －２８１．５ －９０．５ ２３．７ ３８２９４．１
２００４ ３８２９４．１ ３２４．８ －２６０．３ －１０８．８ ６９３．９ ３８６１８．９
２００５ ３８６１８．９ －２００．９ －２８７．６ －１１７．４ ２０４．１ ３８４１８．０
２００６ ３８４１８．０ －２８７．０ －２３０．４ －１０９．０ ５２．４ ３８１３１．０
２００７ ３８１３１．０ －２４８．６ －１４５．７ －５０．９ －５２．０ ３７８８２．４
２００８ ３７８８２．４ －６０．７ －１１３．３ －６０．６ １１３．２ ３７８２１．７
２００９ ３７８２１．７ －４９．６ －８８．９ －４７．８ ８７．１ ３７７７２．１
２０１０ ３７７７２．１ －３２７．９ －８１．７ －２２８．８ －１７．４ ３７４４４．２
２０１１ ３７４４４．２ －１２９．８ －４２．５ －１４９．９ ６２．６ ３７３１４．４
２０１２ ３７３１４．４ －８５．６ －６．３ －１６６．６ ８７．３ ３７２２８．８
２０１３ ３７２２８．８ －１１０．６ －０．８ －１７６．８ ６７．０ ３７１１８．２
資料：Демографический ежегодник России２０１４, С.１８―１９.
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ている。前者の「７０～８０％」は，若者およびもっとも健康で労働能力をもつ３０～４０歳の人々から構
成されていた。これに対して後者の主体は，老人，障害者，重病者であった４）。農村は，いわば，
移住によって将来を支えるべき人材を失い，逆に重荷になるような集団を引き受けているのである。
農村の若年層の移住志向は，未だに強い。２０１３年に２９の連邦構成主体で５６００人にのぼる農村住民
を対象に実施された全ロシア農業経済研究所の社会学調査によれば，回答者の２９．１％は，農村から
の移住を決めたか，検討中であるとしている。このうち，半分が若者であった５）。
このような都市への移住の主要原因は，農業労働が低賃金であること，農村に雇用が不足してい
ること，社会インフラが劣悪であることである。周知のようにソヴィエト期においては，農業労働
に対する工業労働並の賃金の保障，雇用の確保，農村の社会インフラの整備は，「都市と農村の格
差根絶」という理念の下，政府主導で様々な対策が展開されてきた。ところが経済体制移行後には，
これらの問題は，基本的には市場に委ねられることになった。
第５表は，農業部門と平均賃金の推移を示したものである。同表からは，経済体制の移行後の農
業部門での賃金の低迷がはっきりみてとれる。農業部門の賃金は，１９９０年には月額２８９ルーブリで
あり，平均賃金の３０３ルーブリの９５．４％に相当していた（ただし，ソフホーズ労働者は１０５．４％，コ
ルホーズ員は８９％）。しかし，その後，農業賃金は平均賃金を大きく下回るようになった。１９９４年
以降では，農業賃金は産業部門別で見ると最下位となり，その状態が現在まで継続している。農業
賃金は，平均賃金のほぼ半分であり，農業部門で働く者の約４割が最低生計費を下回る報酬しか得
ていない６）。
農村，とりわけ都市から遠く離れた辺境地域においては，農業は最大かつしばしば唯一の産業で
ある。このため，農業生産の減少は，雇用の減少に直結する。そして，失職した人々は，個人副業
経営，キノコや果漿の採取，狩猟等で生計をたてるか，移住を迫られることになる（詳細は３．で後
述）。
農村の社会インフラは，崩壊を続けている。経済体制の移行開始から２０１３年までの間に，農村で
は多くの社会インフラ施設が姿を消した。その数は，学校で１万６０００（全体の４０％），就学前児童
施設で２万３０００（同５７％），集会場２万４０００（同３８％）にも達した。また，病院は１９９５年以降で４６００
も減少した。これは全体の４０％にも相当した。以上の結果，農村住民のこれら施設への平均アクセ
第５表 農業部門の賃金の推移（１９９０～２０１３年） 単位：ルーブリ＊
１９９０年１９９１年１９９２年１９９３年１９９４年１９９５年１９９６年１９９７年１９９８年１９９９年２０００年２００１年
全部門平均 ０．３０３ ０．５４８ ６ ５８．７ ２２０．４ ４７２．４ ７９０．２ ９５０．２１０５１．５１５２２．６２２２３．４ ３２４０
農業部門＊＊ ０．２８９ ０．４５９ ４ ３６ １１１．３ ２３６．７ ３８２ ４３９．１ ４６７．６ ６２９．１ ８９１ １４３５
平均に対する％ ９５．４ ８３．８ ６６．７ ６１．３ ５０．５ ５０．１ ４８．３ ４６．２ ４４．７ ４１．３ ４０．１ ４４．３
２００２年２００３年２００４年２００５年２００６年２００７年２００８年２００９年２０１０年２０１１年２０１２年２０１３年
全部門平均 ４３６０ ５４９９ ６７４０ ８５５５ １０６３４ １３５９３ １７２９０ １８６３８ ２０９５２ ２３３６９ ２６６２９ ２９７９２
農業部門＊ １８７６ ２３４０ ３０１５ ３６４６ ４５６９ ６１４４ ８４７５ ９６１９ １０６６８ １２４６４ １４１２９ １５７２４
平均に対する％ ４３．０ ４２．６ ４４．７ ４２．６ ４３．０ ４５．２ ４９．０ ５１．６ ５０．９ ５３．３ ５３．１ ５２．８
資料：Официальная статистика стран СНГ（CD-ROM）,２０１４―１９, М.,２０１４.
注＊１９９８年には旧１０００ルーブリを１ルーブリとするデノミネーションが実施されている．このため，１９９７年以前の数
値は，１０００倍すると当時の金額となる．
＊＊２０００年までは「農業」単独。２００１年以降は，「農業・狩猟・林業」．
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ス距離は，学校で１８．８キロから２３．２キロへ，就学前児童施設で２５キロから３１．１キロへ，集会場で１６．５
キロから２１．１キロへ，病院で５５．４キロから１１８．６キロ（！）へと拡大してしまった７）。
こうした農村の窮状に対しては，２０００年代後半からは，政府により改善が試みられている。ただ
し，それはソヴィエト期，とりわけその末期に実施された手厚い支援と比べようもない。例えば，
２０１３～２０２０年を対象とした農業発展にむけた国家プログラムにおいて，農村インフラの発展に向け
られた予算は，全体の１１％にすぎなかった。これは，「畜産物の生産・加工・マーケティングの発
展」向けの３０％，「耕種生産物の生産・加工・マーケティングの発展」向けの２９％，さらには「国
家プログラムの点検および実行にかかわる行政経費」の１３％をも下回っている８）。現状の劇的な改
善は想定しがたく，農村の社会インフラの不備に起因する都市への移住は，継続するものと思われ
る。
３．集落消滅のメカニズム
ロシア農村における集落は，長い歴史の中で自然と人間との相互関係によって形成された社会的
な存在である。また，集落は，ソヴィエト期においては，大規模農場たるソフホーズ・コルホーズ
の下での生産単位として機能してきた。
ソフホーズ・コルホーズは，１９８０年代には播種面積だけでも平均して４０００～５０００ヘクタールを越
える大規模農場であった９）。ソフホーズ・コルホーズには，経営の管理事務所が設置される「中央
広場（Центральная усадьба）」と称する集落が存在したが，それだけでは，遠隔の圃場・畜舎への
往復だけで多大な時間・労力が浪費され，合理的な生産組織は不可能であった。このため，ソフホ
ーズ・コルホーズでは，中央広場の他，下部の生産単位（支所・生産隊等）毎に，農業機械整備場，
農業機械格納庫，畜舎等の生産施設，住宅および商店・学校等の社会的インフラを備えた集落が存
在した１０）。さらに，このような集落からも遠くに位置する圃場の耕作，家畜の放牧等のためには，
常設ないしは臨時の野営場が設けられることもあった。
農村集落は，ソフホーズ・コルホーズの生産活動と密接に連動していた。経済体制の移行は，ソ
フホーズ・コルホーズを農業組織に再組織し，様々な変革をもたらした。このことは，同時に，農
村集落にも大きな影響を及ぼすことになった。以下では，経済体制移行後の農業組織の状況を概観
し，農村集落消滅のメカニズムを明かにする。
経済体制移行が開始された直後の１９９０年代においては，農業組織は，良い意味でも悪い意味でも
ソフホーズ・コルホーズの特徴をそのまま引き継いでいた。農場の規模，管理体制，生産組織には，
根本的な変更は加えられなかった。このため，再組織は「看板のかけかえ」であると評された１１）。
大多数の農業組織では，生産性・収益性の異なる耕種・畜産部門の双方が維持され，生産物加工が
行なわれ，農業機械等も自前で修理されていた。農業組織は，多部門的・複合的な経営により，閉
じた自給自足的な体制を構築した。このことにより，急激に変化する外部環境から影響を受けずに，
生き残ることが志向されたのである。このような体制は，従業員に対しても，生存可能な最低限の
食料・サービスを確保することを可能にした１２）。ただし，その代償として，従業員への賃金は低く，
不定期であり，数年にもわたる未払いも多く観察された。報酬は，現金ではなく，農業組織で生産
されたパン，牛乳，食肉および個人副業経営で利用する飼料の支給という現物形態，さらには住宅
や公共サービスの提供という形に変化していった。従業員は，不足している収入をあらゆる手段を
用いて，農業組織から補っていた。窃盗も公然とおこなわれていた。飼料はもちろんのこと，農業
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組織の所有している稼働していない設備，機械なども「少しずつ取り壊され持っていかれ」た１３）。
農業雇用は，以上のような仕組みのおかげで，農業生産の激減にもかかわらず，高い水準で維持
された。例えば，１９９８年にはロシアの農業生産は，１９９１年比の５７．３％でしかなかった。だが同じ年
の農業部門での年平均就業者数は，１９９１年比で８９．６％に達していた１４）。決して健全でも持続的でも
なかったが，ある種の均衡が維持されていたのである。ロシアの農業組織の経営者・従業員の双方
は，現状維持のために，双方が一定の犠牲を覚悟する「社会契約」を締結したとも解釈できる。
ただし，農業組織の財務状況は，悪化を続けた。例えば，１９９８年には，農業組織のなんと８８％ま
でが赤字となった。２０００年には，農業組織は単年度では１５５億ルーブリの収益を確保したが，その
累積債務額は２２９０億ルーブリまでに膨れ上がった（うち１５８０億ルーブリが返済期限切れ）１５）。農業
組織は，全体としてみれば，財務的に崩壊した状態となったのである。
このような状況は，市場経済の下では，許容されなかった。１９９０年代末より一部の先進経営にお
いて，２０００年代からはその他の経営においても，経営の合理化および財務健全化が開始された。と
りわけ，大きな転機となったのが，２００２年７月の農業組織の財務健全化に関する法律の採択であっ
た。同法は，財務健全化プログラムに参加した農業組織に対して，累積債務の５年以上の返済猶予
および４年以上の分割での支払いを認め，税金・社会保険関連の罰金および追徴金の免除等を規定
した。これらの優遇措置により，農業組織は，経営再建の（最後の）機会を得たのであった１６）。
財務健全化が実行されるにつれ，農業組織は，分化していった。少数の成功した経営が出現した
が，同時により多くの経営は，再建に失敗し，第三者への売却・破産措置に処された。この過程を
反映しているのが，農業組織数の激減である。農業組織は，２０００年末に２万７６００経営が存在してい
た。しかし，その数は，２００２年末には２万４２００，２００４年末には２万６００，２００５年末には１万９０００，
２００６年末には１万６９００，２００７年末には１万５２００まで減少した。この後，農業組織の数は，登録シス
テムが変更されたため，直接的な比較は不可能となった。だが，その数はさらに減少を続け，２００８
年には９０００，２０１１年には７２００となった１７）。
このような農業組織の減少は，住民の安定的な雇用を奪い，集落の存続を直接脅かした。なぜな
ら，すでに指摘したとおり，農村集落において，農業組織の提供する雇用は最大のものであり，辺
境集落においてはしばしば唯一のものであったからである。
農業組織内部での合理化の進展も，同様の影響を及ぼした。この場合，中央広場から遠く離れた
支所・畜産農場がまず閉鎖された。集落に配置されていた農業機械・家畜等の生産手段は，中央広
場やより有望な集落に集中され，雇用も消滅した。
雇用を失った者は，外部に職を求め集落を離れることになる。集落の人口は激減し，並行して集
落における社会インフラ施設の閉鎖，社会サービスの縮小が進行する。このことにより住民の流出
はさらに加速し，最終的には集落は，消失するのである１８）。
以上が集落消滅のメカニズムである。次節では，地方ごとの特殊性を考慮して，具体的な事例に
基づき農村集落消滅の実態を紹介する。
４．集落消滅の実態
ロシアの農村集落数は，１９８９年，２００２年，２０１０年の人口センサスによれば，約１５万であり，長期
間にわたって一定の水準が維持されている。ただし，このうち居住者がまったくいない集落，すな
わち統計の上だけの存在の集落は，２００２年に全体の８．４％も存在していた。このような集落の数は，
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２０１１年にはさらに増加して，全体の１２．７％にも達している１９）。これに加えて，居住者数を勘案する
と，多くの集落は，人口学的見地からも経済学的見地からも，消失の瀬戸際にある。例えば，居住
者が１０人以下であり「消えつつある集落」と呼ばれているものは，２０１０年に全体の三分の一を越え
ている（第６表）。また，経済的にみて「生産施設の配置には展望がなく」その将来が不安視され
る５０人以下の集落２０）は，半分を越えている。１００人以下の小規模集落は，全体の三分の二である。
また，貧困のリスクが極めて大きいとされている２００人以下の集落は，全体の四分の三を越えてい
た。実際にも，２０１０年のデータによれば，この規模の集落においては，２０１０年の貧困率は，全住民
平均の３．０７倍にも達していた２１）。
小規模集落の増加は，農業組織の消滅と合理化により安定した雇用のない集落が増加したことと
関連している。農業組織の雇用を失った人々は，集落の外部に職を求め，移住することを迫られた
のである。２００５年のノヴォシビリスク州に関するデータでは，居住者１００人以下の小規模集落の７０％
以上では，集落内に大規模な雇用先がなかった２２）。より大規模な集落でも事情は同じであった。ノ
ヴォシビリスク州マスリャニノ地区の地区中心地から４０キロ離れた辺境集落では２００人が居住して
いたが，農業組織の廃止により，残った雇用先は９年制の学校と図書館だけになった。ただし，す
第６表 居住者数による農村集落分類
１９８９年 ２００２年 ２０１０年
集落総数 １５２９２２ １５５２８９ １５３１２４
５人以下 １６９２５ ３２９９７ ４２３８７
６～１０人 １３２４５ １４０９２ １３２５４
「消えつつある集落」 ３０１７０ ４７０８９ ５５６４１
同上（％） １９．７ ３０．３ ３６．３
１１～２５人 ２４７３５ ２２３０３ １９２２５
２６～５０人 １９９３９ １５７７０ １３５２２
「展望のない集落」 ７４８４４ ８５１６２ ８８３８８
同上（％） ４８．９ ５４．８ ５７．７
５１～１００人 １８０９４ １４９０１ １３７９８
小規模集落 ９２９３８ １０００６３ １０２１８６
同上（％） ６０．８ ６４．４ ６６．７
１０１～２００人 １７８９５ １５８３３ １４６８２
貧困リスクの高い集落 １１０８３３ １１５８９６ １１６８６８
同上（％） ７２．５ ７４．６ ７６．３
２０１～５００人 ２２１７７ ２０４７５ １８７２９
５０１～１０００人 １１５２４ １０８３６ ９７２０
１００１～２０００人 ５７１８ ５１８２ ４７３７
２００１～３０００人 １２６６ １２２０ １２１７
３００１～５０００人 ８０３ ８７３ ９７９
５００１人以上 ６０１ ８０７ ８７４
資料：Российский статистический ежегодник２０１４, Росстат, М.,２０１４,
С.９３.
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べての職はすでに充足されており，掃除婦ですら「コネ」がないと就職できないという状態になっ
た。この結果，労働可能な者の７０％が失職状態となった２３）。
公共部門は，消去法により，次第に農村における主要雇用先となっていった。例えば，２０１０年の
コトロマ州マントゥロヴォ地区では，地区全体の雇用の４割以上を公共部門が提供していた２４）。
かつては農村からの人口流出は，主に農業組織の支部・生産隊が置かれていた辺境の集落での現
象であったが，現在では，中央広場にも及ぶ全面的なものへとなっている２５）。雇用の縮小によって
発生した「余計な」人間は，地区ないしは州の中心地に殺到することになった。この結果，２０１２年
にノヴォシビリスク州のステップ地域での調査によれば，公共機関では平均して「１００～１２０人」に
もおよぶ守衛を雇用していたという。この場合，一人当たりの勤務時間は短期間にならざるを得ず，
その他の時間を埋めるために，さらに別のパートタイムの仕事が探されることになるという２６）。
これに加えて，劣悪化する農村集落の社会インフラ状況は，住民の流出を促進している。２００４年
のノヴォシビリスク州のデータによれば，小規模集落の７４％は医療サービス機関が存在せず，８０％
は集会場がなく，５７％は商店がない状態であった。また，半分以上の集落には定期的な自動車交通
路線はなく，三分の一には電話が通じていないという。農村住民は，初歩的な「文明の恩恵」を奪
われた状態にある２７）。ロシア全体でみても，農村の状況は改善されていない。２０１０年の報告によれ
ば，「総合的に整備されている（комплекно обустроены）」と認定される農村集落は，全体の１３％に
過ぎない。一方で，部分的に整備されている集落は２７％であり，６０％の集落は未整備の状態とされ
ている。社会サービスの提供に関しては，都市と農村では「本質的な相違」が存在しているのであ
る２８）。
とりわけ深刻な問題であるのが，農村における教育機関へのアクセスの悪さである。それは，就
学児童をもつ家族を移住させる強い動機となっている。例えば，ブリャンスク州においては，２００２
～２００８年にかけて，少子化の進行にともない主に農村の初等教育機関が閉鎖された。このため，生
徒は別の集落の学校への通学を余儀なくされたが，公共交通網の欠如ともあいまって，「辿り着く
のが困難」な状況となった。また，集中化にともない２０％の農村の学校が二部制ないしは三部制に
よる運営となった。学校施設の状況も芳しくない。大部分の校舎は，大修理が必要な状態にあり，
三分の一には水道が通じていない。さらに教員給与は，受け持ち生徒数に応じて支給されるが，農
村ではそれは概して少人数であり，必然的に薄給となる。このため，教員の流動性が高く，質の高
い教育を提供するうえでの問題点となっている２９）。辺境集落では，初等教育をうける可能性すら制
限されており，都市と農村の教育格差は拡大している。多くの農村住民は，自らの子供が農村に帰っ
て来ないように，より高い教育を与えようと努力している３０）。上級学校は，地区ないしは州の中心
にしかないから，これは（しばし家族ぐるみの）辺境集落からの移住を意味する。こうして，将来
の集落を支えるはずの人材が失われているのである。
ここで人口減少により消失しつつある農村の現状を，点描してみよう。まずはノヴォシビリスク
州チャヌィ地区の集落である。同集落にはかつてコルホーズの畜産支所が存在し，１９８８年には４００
頭以上の雌牛が飼育されていた。しかし，経済体制の移行ともに農業組織は窮状に陥り，労働者に
賃金を支払うために家畜の屠殺が開始された。そして，１９９４年には支所は廃止され，残った家畜は
中央広場に移送された。支所の廃止にともない，労働者は解雇ないしは他の部署に転属となった。
この結果，集落の居住者数は１９９０年の１０３人から，２００５年には５４人とほぼ半減した。集落に残った
人々は，主に個人副業経営で生計をたてている。ただし，農業組織が撤退したことから，個人副業
経営への支援も途絶えてしまい，生産活動は大きく制約されている。すでに半数の人々が飼料不足
分化進むロシア農村
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と老齢のため，家畜飼育をやめている。集落には商店と初等学校がある。ただし，学校に通う児童
はすでに５人しかおらず，彼らも４年生になると１１キロ離れた中央広場にある中等学校に通学しな
くてはならない３１）。
ノヴォシビリスク州ヴェンゲロヴォ地区の遠隔地に立地する集落は，より厳しい状況におかれて
いる。この集落にも，かつてはコルホーズの畜産支所が存在していた。しかし，支所は１９９３年に廃
止されると，それ以来，集落の人々は，果漿やキノコの採集，近隣集落の年金受給者からのアルバ
イト仕事，集落から８０キロ離れた地区中心での建築作業などで生計をたてるようになった。集落の
周辺には良好な状態の放牧地があり，牛乳生産が可能であったが，販路がないため，事業として成
立しなかった。牛の飼育頭数は，１０年前の１００頭以上から４頭までに減少した。集落には，商店も，
医療所も，集会場も，学校もない。電話も引かれておらず，救急も消防も呼ぶことができない３２）。
集落の消失がもっとも多い地域の一つは，非黒土地帯である。例えば，コストロマ州では，２０１０
年には，都市および都市近郊をのぞく地域に２３００以上の集落が存在したが，すでに５６５の集落で居
住者がいなかった。さらに８５０の集落では居住者が１０人未満であり，４６０の集落では居住者が１０～５０
人であった。つまりは，近い将来に消失が確実視される集落が，全体の８割にも達しているのであ
る３３）。
非黒土地帯では，集落の崩壊および消失と並行して，農業生産の荒廃，放棄が進行している。２０１２
年にカルーガ州を視察した別の報告によれば，州の南部および西部は比較的肥沃な土壌が存在して
いるが，多くの土地が放棄され，サバンナを思わせる灌木の生い茂る地域になっているという。畜
産農場は空であり，放牧されている家畜もほとんど見られなかったという３４）。
雇用が不足し失業が発生している農村地域であるが，逆説的ながら，同時に労働力不足が深刻化
している地域も現れている。しかもその不足は，熟練労働のみならず，不熟練労働にまで拡大して
いる。ここでいう不熟練労働とは，いわゆる「馬使役・手作業労働」「手作業労働」と呼称されて
きたものである。いずれも，ごく簡単な道具の利用によっておこなわれる肉体労働である。不熟練
労働は，経済体制移行後，農業組織の財務状況が悪化し，農業機械利用が低下したことによって，
その比率は著しく高まっている（第７表）。
しかし，これらの作業の賃金水準は，ただでさえ低い農業部門の中でも最底辺に位置する。加え
て，いまや農村においても，農業労働は「プレステージの低いもの」として敬遠されており３５），な
かなか充足ができない状態にある。なお，労働力不足には，農村に残ったカードルの資質の低さ，
意欲の低さが，もう一つの重大な要因となっている。つまり，農村には，「どこへも行けない者が
残っている」のであって，かれらは真剣な労働者たりえないというのである３６）。また，全国的な調
査によっても，多くの失業者は「生産的労働へのなんらの動機も欠如」している状態にあるという３７）。
第７表 農作業の方法による分類（％）
１９９１年 ２０００年 ２００３年 ２００７年
機械化作業 ４５―５０ ２５―３０ ２３―２６ ２５―２８
機械・機具を利用 １０―１５ ９―１２ ５―７ ８―１０
馬使役・手作業 ５―７ １２―１５ １５―２０ １４―１９
手作業 １５―２０ ５２―５８ ５７―６０ ５３―５８
資料：Староверов В. И. История и теория анализа российской
агросферы, М.,２００９, С.３０１.
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こうした低賃金でプレステージの低い作業には，外国人労働者が利用されることになる。２０１３年
の時点で，すでにロシア農業では，３０万人以上の外国人（圧倒的多数はウズベク人）が合法的に労
働している。合法労働者を実際に雇用されている者の三分の一と仮定すれば，約１００万人の外国人
労働者が利用されている計算になる。この数字は，農業部門の労働力の２０％にも相当すると推定さ
れている３８）。外国人労働者の積極的な誘致を行なっている連邦構成主体も存在している。例えば，
リヤザン州は，すべての農村地域で（とりわけ首都モスクワへの）労働力流出が感じられており，
それを外国人労働者で補おうとしている。彼らの大部分（２０１３年には８３％）は，低熟練労働者であ
り，各種「補助作業」に従事している３９）。なお，農業部門における手作業労働は，今後１０～１５年間
は「３０％程度，若干の部門，例えば園芸，野菜栽培ではそれ以上」残ると予測されており４０），外国
人労働者の利用は継続するものと見られる。
５．分化の深化――おわりにかえて――
ロシアの辺境地域では，農業組織の消滅ないしは合理化により雇用が失われ，集落の崩壊および
消失が進行している。これに対して，南部および大都市周辺では，農業組織は，有利な自然条件，
市場条件を生かして，相対的に健在であり，集落に雇用を確保し，その存続を保障している。こう
した農業組織の中核を担っているのが，食料関連企業等と農業組織の垂直統合体であるアグロホー
ルディングである。現在，アグロホールディングは，農業組織の生産の約４割を集中していると推
定されている４１）。
アグロホールディングの下では，超集約化（сверхконцентрация）が実践され，メガ畜産農場
（«мегаферм»）が創出され，農業生産の近代化と生産性の向上が達成されている。耕種生産では，
耕作面積は拡大したが，最新式の農業機械の導入によって労働者数は逆に大幅に削減されている。
メガ畜産農場では，飼育・搾乳が完全機械化されている４２）。このようにアグロホールディングは，
ロシア農村の分化を促進している。
同時に，アグロホールディングの下では，あらゆる面で市場化が徹底されている。南部において
は穀物生産への専門化が進行し，播種面積に占める穀物の比率は７０～８０％以上にも達した。反対に
畜産は，一部の地域・経営に集中化され，ほとんどの経営では廃止された４３）。経営にとって負担の
重い通年的な雇用は，次第に縮小し，「期限契約」への転換が広く実践されるようになっている４４）。
一般にアグロホールディングは，かつての農業組織が固執していた従業員への社会的なサービスの
提供，個人副業経営への「支援」には，関心をもっていない。このように，アグロホールディング
を通じて，ロシア農村の分化はますます進み，その状況は多様化しているのである。
［付記］本稿は，平成２６年度専修大学研究助成（第一種・個別）「旧ソ連諸国における畜産物生産動
向の解明」および平成２７年度北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター「スラブ・ユーラシア地
域（旧ソ連・東欧）を中心とした総合的研究」（「共同利用型」の個人による研究）による研究成果
の一部である。
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